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別紙１
ＪＧＮ２ｐｌｕｓ－Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｐｏｉｎｔに関する覚書
　独立行政法人情報通信研究機構（以下、「甲」という。）と、＊（相手機関名を記載）（以
下、「乙」という。）は、次のとおり　ＪＧＮ２ｐｌｕｓ－Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　

Ａｃｃｅｓｓ　Ｐｏｉｎｔに関する覚書（以下、「本覚書」という）を締結するものとする。

（定義・目的）
第1条 ＪＧＮ２ｐｌｕｓ－Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｐｏｉｎｔ（以下、
「ＰＡＰ」という。） とは、ＪＧＮ２ｐｌｕｓに接続されている機関のうち、
ＪＧＮ２ｐｌｕｓのアクセスポイント(以下、「ＡＰ」という。) 以外で、当該機関以外の
ＪＧＮ２ｐｌｕｓ利用者に対しても、一定のルールの下、ＪＧＮ２ｐｌｕｓの接続環境を
提供することができる機関をいう。
甲及び乙は、ＪＧＮ２ｐｌｕｓへの接続を希望する機関に、ＪＧＮ２ｐｌｕｓへの接続環
境を提供することを通じて、ＪＧＮ２ｐｌｕｓの一層の利用促進を図ることとする。
（接続場所）
第２条　本ＰＡＰに関わる接続場所は、次のとおりとする。
　乙の所在地及びその他必要な場所

（期間）
第３条　ＰＡＰの期間は、本合意書に記された日から、その日の属する年度の末日（３月３１
日）までとする。

２　この期間満了の１ヶ月前までに甲、乙のいずれか一方から書面による意思表示をしないと
きは、１年間の更新をしたものとし、以後この例によるものとする。ただし、ＪＧＮ２ｐｌ
ｕｓプロジェクトが終了する年度の末日を更新の限度とする。
（設備の負担）
第４条　乙はＡＰとの接続及びＰＡＰの設備・運営に係る一切の費用を負担するものとする。
（運用の規定）

第５条　乙がＰＡＰを運用するに当たっては別に定めるＪＧＮ２ｐｌｕｓ－
Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｐｏｉｎｔ運用の手引きによるものとする。

（損害賠償）
第６条　乙は、ＰＡＰの運用に当たり、故意又は重大な過失により甲に対し損害を与えた場合
には、甲に対し損害賠償の責めを負うものとする。
（運用規約の遵守）
第7条 甲、乙は、双方の通信回線の運用規約を尊重・遵守するものとし、相互の運営に支障
を与えない範囲で最善を尽くすものとする。
２　甲は、乙が次に掲げる各項の行為を行った場合には、本契約を解除することができるもの
とする。
なお、甲は乙に対し、解除することにより乙に生ずる損害を賠償しないものとする。（１） ＪＧＮ２ｐｌｕｓを利用して直接に営利を図る行為

（２） ＪＧＮ２ｐｌｕｓの運営を妨害する行為
（３） 法令や公序良俗に反する行為
（４） その他、甲が不適当と認める行為
（禁止事項の規定）

第８条　乙は、前条第２項に掲げる行為を禁止することを含めたＰＡＰの運用ポリシーを定めるものとする。また、乙は、ＰＡＰを利用するＪＧＮ２ｐｌｕｓ利用者に対しても、乙のＰＡＰ運用ポリシーを遵守させるよう、乙の責任において適切な措置を講ずるものとする。
（守秘義務）

第９条　甲、乙は、本契約期間中において知り得た乙又は甲の業務上の秘密について、これを
第三者に漏らしたり、他の目的に利用してはならないものとする。
(契約の解除）
第１０条　甲又は乙は，相手方が正当な理由なしにこの契約に定める条項を履行しない場合、
又はそれぞれ契約解除の必要が生じた場合は、相手方に書面で通知することによりこの契約
を解除することができるものとする。

２  天災その他不可抗力の原因により接続装置が使用不能になった場合は、甲、乙協議して本
契約を解除することができるものとする。

（協議）
第１１条　この合意の履行に関して生じた疑義又は合意書に定めのない事項については、甲乙
協議して解決するものとする。
この合意の締結を証するため、本覚書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ１通を保有するも
のとする。
　平成　　年　　月　　日
甲　東京都小金井市貫井北町４－２－１

独立行政法人情報通信研究機構
理　　事　　　　　宮部　博史　　　印

乙　住所
　　機関名
　　契約担当者　　　　　　　  　　　　印
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